
様式１

№ 06010010

2 会 計 区 分 1 一般会計
7
1

政 策 事 務 分 類 2 単独自治事務（個別計画）
見 直 し 年 度
担 当 課 6 地域包括支援センター

5 保健福祉課
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関係例規・法令名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

271 平成　２５　年度 平成　２６　年度 平成　２８　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

居宅介護サービス計画作成 居宅介護サービス計画作成 居宅介護サービス計画作成 居宅介護サービス計画作成 居宅介護サービス計画作成

活動用車両車検(3回目）・冬タイヤ 活動用車両車検（4回目）
購入

4,712 1,662 1,000 500
0
0
0

4,712 1,662 1,000 500
0

2,771 1,450 577 0
0
0
0

2,771 1,450 577
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
計画作成数656件／年 計画作成数715件/年

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果
Ａ－継続／現状維持 Aー継続/現状維持

年 度 目 標 値 計画作成600件 計画作成600件 計画作成600件
年 度 達 成 率 87% 58% 0%
全 体 達 成 率 31% 43% 59%
備　　 考 　　欄

128
（継続有り）

93% 0%
前期計画からの継続 計画作成600件 計画作成600件

第６期計画への継続 59% 59%

関
連
事
項

（継続有り）

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果
Ａ－継続/現状維持

昨年よりも100件程度増加した
計画作成を行うことができた。今
後も介護認定者の推移と合わ
せて計画作成を行う

高齢化率の増加及び要支援認
定からの移行により、要介護認
定者が増加したことに伴い計画
作成数も増となった。

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）
介護報酬収入 計画作成数769件/年

計画作成数は昨年より増加して
おり、サービス担当者会議開催
等を通じて要介護者への支援を
計画のとおり実施することができ

そ 　の 　他 744
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

一 般 財 源

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 744 0

財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債
そ 　の 　他 800 750

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 800 750

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

介護保険法改正に伴うシステム等
諸費

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

活動用車両夏・冬タイヤ購入

全　　　体　　　計　　　画 平成　２７　年度 平成　２９　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 延べ3,000件
住民参加

有 介護予防、自立支援に向けた努力義務
介護保険法

住民協働 介護保険事業計画

事業期間 平成25年度～平成29年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 サービス計画作成数

単位施策 地域包括ケアの推進

事 業 名 居宅介護支援運営事業

　　　　　　　　 　　第 ５ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　後 期 実 施 計 画 書

政策目標 ぬくもり・雄武～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※後期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

居宅介護サービス計画作成

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

要介護認定者に対し居宅サービス計画作成、
介護サービス利用に係る相談、事業所との
連絡調整
（介護報酬収入）



様式１

№ 06010020

2 会 計 区 分 1 一般会計
7
1

政 策 事 務 分 類 2 単独自治事務（個別計画）
見 直 し 年 度
担 当 課 6 地域包括支援センター

5 保健福祉課
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関係例規・法令名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

271 平成　２５　年度 平成　２６　年度 平成　２８　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

介護予防サービス計画作成 介護予防サービス計画作成 介護予防サービス計画作成

活動用車両車検（２回目）・夏タイヤ
購入

2,360 560 500 250
0
0
0

2,360 560 500 250
0

906 355 215 0
0
0
0

906 355 215
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
計画作成数485件／年 計画作成数519件/年

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果
A－継続／現状維持 A－継続/現状維持

年 度 目 標 値 予防プラン数480件 予防プラン数480件 予防プラン数480件 予防プラン数480件 予防プラン数480件
年 度 達 成 率 63% 43% 0%
全 体 達 成 率 15% 24% 38%
備　　 考 　　欄

129

関
連
事
項

前期計画からの継続
（継続有り） 48% 0%

Ａ－継続/現状維持

第６期計画への継続 38% 38%
（継続有り）

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

要支援認定者及び地域支援事
業利用者の介護予防支援計画
を作成した。

要支援認定者及び地域支援事
業利用者の介護予防支援計画
を作成した。

昨年度とほぼ同様の計画作成
を行うことができた。今後法改正
に併せた変更を想定しながら対
応を行う

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）
介護報酬収入 計画作成数476件/年

地　 方 　債
そ 　の 　他 336

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 336 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

地　 方 　債
そ 　の 　他 700 350

国庫支出金
道 支 出 金

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 700 350

財
源
内
訳

活動用車両車検（3回目）・冬タイヤ
購入

活動用車両車検（4回目）

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

介護予防サービス計画作成 介護予防サービス計画作成
介護予防ケアマネージメント

全　　　体　　　計　　　画 平成　２７　年度 平成　２９　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 延べ2,400件
住民参加

有 介護予防、自立支援に向けた努力義務
介護保険法

住民協働 介護保険事業計画

事業期間 平成25年度～平成29年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 介護予防計画作成数

Ｂ
単位施策 地域包括ケアの推進

事 業 名 介護予防支援運営事業

　　　　　　　　 　　第 ５ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　後 期 実 施 計 画 書

政策目標 ぬくもり・雄武～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※後期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

高齢者支援の充実、介護予防計画作成

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度

一 般 財 源

一 般 財 源

要支援認定者に対し居宅サービス計画作成、

予防サービス利用に係る相談、予防事業所との
連絡調整
（介護報酬収入）



様式１

№ 06010030

2 会 計 区 分 1 一般会計
7
2

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 6 地域包括支援センター

5 保健福祉課
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関係例規・法令名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

272 平成　２５　年度 平成　２６　年度 平成　２８　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

高齢者の総合相談、権利擁護、 高齢者の総合相談、権利擁護、 高齢者の総合相談、権利擁護、
包括的･継続的ケアマネジメント、 包括的･継続的ケアマネジメント、 包括的･継続的ケアマネジメント、
介護予防事業 介護予防事業 介護予防事業

活動用車両車検（2回目）・夏タイヤ
購入

8,400 1,700 1,500 1,500
0
0
0

8,400 1,700 1,500 1,500
0

4,228 1,508 1,271 0
0
0
0

4,228 1,508 1,271
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
相談件数1,087件／年 相談件数　1,240件/年

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果
Ａ－継続/現状維持 A－継続/現状維持

年 度 目 標 値 相談数720件 相談数720件 相談数720件 相談数720件
年 度 達 成 率 89% 85% 0%
全 体 達 成 率 18% 33% 50%
備　　 考 　　欄

130

関
連
事
項

※事務事業評価結果

相談数720件

第６期計画への継続 50% 50%
（継続有り）

（継続有り） 72% 0%
前期計画からの継続

※事務事業評価結果
A-継続/現状維持

介護報酬収入 相談件数　914件
(内障がい者229件／年）
相談総件数は昨年とほぼ同様
であるが、障がい者の相談件数
が１割程度増加している

（内、障がい者223件/年）
相談件数は増加しており、相談
内容では、権利擁護や認知症
者支援に関する内容が増加して
いる。

（障がい者支援分は別に計上）
相談件数は前年度比は減少した
が経年平均の900件を維持して
いる。相談内容は認知症支援に
係る介護相談等が多い。

一 般 財 源
　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）

地　 方 　債
そ 　の 　他 1,449

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 1,449 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

そ 　の 　他 2,000 1,700
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 2,000 1,700

財
源
内
訳

国庫支出金

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

介護保険法改正に伴う諸費

介護予防事業 介護予防事業

活動用車両車検（4回目）活動用車両車検（3回目）・冬タイヤ

高齢者の総合相談、権利擁護、 高齢者の総合相談、権利擁護、
包括的･継続的ケアマネジメント、 包括的･継続的ケアマネジメント、

全　　　体　　　計　　　画 平成　２７　年度 平成　２９　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 延べ2,800件
住民参加

有 介護予防、自立支援に向けた努力義務
介護保険法

住民協働 介護保険事業計画

事業期間 平成25年度～平成29年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 相談数

単位施策 生活支援の充実

事 業 名 地域包括支援センター運営事業①

高齢者支援の充実

高齢者の総合相談、権利擁護、包括的･継続的
マネジメント、介護予防事業などを実施する

　　　　　　　　 　　第 ５ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　後 期 実 施 計 画 書

政策目標 ぬくもり・雄武～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※後期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ



様式１

№ 06010040

2 会 計 区 分 7 介護保険事業会計
7
2

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 6 地域包括支援センター

5 保健福祉課
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関係例規・法令名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

272 平成　２５　年度 平成　２６　年度 平成　２８　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

地域ケア会議の開催
認知症施策の推進
在宅医療・介護連携の推進
生活支援サービスの体制整備

25,000 5,000 5,000 5,000
10,000 2,000 2,000 2,000
5,000 1,000 1,000 1,000

0
5,000 1,000 1,000 1,000
5,000 1,000 1,000 1,000

16,294 5,062 5,713 0
6,463 1,999 2,257
3,231 1,000 1,128

0
3,231 1,000 1,128
3,369 1,063 1,200

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
事業実施回数35回／年 地域ケア会議等実施回数

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果
Ａ－継続／現状維持 A－継続/現状維持

年 度 目 標 値 事業実施回数　24回/年 事業実施回数　24回/年 事業実施回数　24回/年
年 度 達 成 率 101% 114% 0%
全 体 達 成 率 20% 43% 65%
備　　 考 　　欄

131

※事務事業評価結果

地域ケア会議の開催

1,000

地　 方 　債
そ 　の 　他 1,000
一 般 財 源

5,519
2,207

一 般 財 源

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 5,000

財
源
内
訳

国庫支出金
1,000道 支 出 金

介護保険地域支援事業

認知症施策の推進

2,000

生活支援サービスの体制整備

地域ケア会議の開催

平成　２９　年度

高齢者の総合相談、権利擁護、包
括的・継続的マネジメント、一般介護
予防事業

地域ケア会議の開催

事 業 優 先 度 Ｂ

事　業　内　容

介護保険法
介護保険事業計画

平成　２７　年度
事  業  内  容

関 係 課

【全体計画内容】　※後期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

認知症施策の推進

（実施内容等）

0

　　　　　　　　 　　第 ５ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　後 期 実 施 計 画 書

地域包括支援センター運営事業②

1,000

平成25年度～平成29年度

高齢者支援の充実
生活支援の充実

事業の推進

介護予防、自立支援に向けた努力義務

5,000
2,000

関
連
事
項

実
績
事
業
費

事業期間
事業主体

第６期計画への継続

在宅医療・介護連携の推進
介護予防・生活支援サービス

事業目標

そ 　の 　他

事業指標

地　 方 　債

1,000
1,000

ぬくもり・雄武～保健・医療・福祉の充実～

雄武町

全　　　体　　　計　　　画
事　　　業　　　内　　　容

有
住民協働

政策目標
基本施策
単位施策

事業実施回数　年間２４回
住民参加

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

高齢者の総合相談、権利擁護、包
括的・継続的マネジメント、介護予
防事業

事 業 名

事業実施回数

高齢者支援の充実

65%
（継続有り）

事業実施回数　24回/年

65%
110%

※事務事業評価結果

前期計画からの継続

1号被保険者２１％

　特定財源の名称

　　　　　　　　　　　　　41回/年
定例の会議に加え、認知症支援
や権利擁護に関する学習会等
を開催した。

国３９．５％

（継続有り）
事業実施回数　24回/年

0%

Ａ－継続/現状維持

道１９．７５％

財
源
内
訳

市町村１９．７５％

国庫支出金

高齢者支援の総合相談、権利擁護、包括的・継続
的マネジメント、介護予防事業等を実施する

（地域支援事業交付金対象事業）

道 支 出 金

事　　業　　費　（千円）

1,103
1,106

（実施内容等）

1,103

定例地域ケア会議や質の向上
を目指した勉強会、消費者被害
予防、認知症理解促進講義や
寸劇等の実施を行った

高齢者の総合相談、権利擁護、包
括的・継続的マネジメント、介護予
防事業

高齢者の総合相談、権利擁護、包
括的・継続的マネジメント、介護予防
事業

高齢者の総合相談、権利擁護、包
括的・継続的マネジメント、介護予
防事業

　　　　　　　　　　　　　　45回/年
定例会議に加え、認知症支援や
権利擁護に関する学習会や認知
症サポーター養成講座等を開催
した。

在宅医療・介護連携の推進



様式１

№ 06010050

2 会 計 区 分 7 介護保険事業会計
7
2

政 策 事 務 分 類 4 法定自治事務
見 直 し 年 度
担 当 課 6 地域包括支援センター

2 財務企画課
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関係例規・法令名 有
関 係 個 別 計 画 名 有

272 平成　２５　年度 平成　２６　年度 平成　２８　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

要介護・要支援に移行するおそれ
のある高齢者を早期発見し自立し
た生活の継続を目指す。

要介護・要支援に移行するおそれ
のある高齢者を早期発見し自立し
た生活の継続を目指す。

前年未返送者及び新たに65歳を迎
えた町民へチェックリストを郵送配
布を行う。

地域ケア会議等関係機関との連携
の強化により特定高齢者（二次予
防事業対象者）を把握する。

4,805 1,000 1,300 835
1,199 250 325 208

599 125 162 104
0

1,975 415 540 340
1,032 210 273 183
2,586 814 1,060 0

646 203 265
234 102 132
89

1,074 338 440
543 171 223

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果
Ａ－継続／内容の見直し・変更 A－継続/現状維持

年 度 目 標 値 100% 100% 100% 100%
年 度 達 成 率 81% 82% 0%
全 体 達 成 率 17% 39% 54%
備　　 考 　　欄

132

地域ケア会議等関係機関との連携
の強化により介護予防事業等対象
者を把握する。

平成26年度介護保険事業計画策
定ニーズ調査時及び訪問等により
チェックリストを実施する。

一 般 財 源

　特定財源の名称 （実施内容等）

道 支 出 金
地　 方 　債 89

100%

※事務事業評価結果

２号被保険者28％
町12.5％

・特定高齢者（二次予防事業
　　　　　　　対象者）　　7人
（H26　8人・H25　7人）
　・新規相談者　41人
　（H26　50人・H25 11人）

関
連
事
項

※事務事業評価結果

第６期計画への継続 54% 54%
（継続有り）

昨年ニーズ調査未回答者197人
新たに65歳の方91人にチェック
リストを送付し、93人の回答を得
た

0%

208 208

（実施内容等）

149

（継続有り） 85%

道12.5％

A－継続/現状維持

1号被保険者22％

前期計画からの継続

介護保険地域支援事業

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 835

・計画策定ニーズ調査時の
チェックリスト実施分　　741人
・訪問での調査実施数　15人
　　　　　　　　　　　　　計756人

国25%

国庫支出金
実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 712 0

財
源
内
訳

そ 　の 　他

178

296

183
340 340

835

104
財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債
道 支 出 金

そ 　の 　他
一 般 財 源

104

183

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

地域ケア会議等関係機関との連携
の強化により特定高齢者（二次予防
事業対象者）を把握する。

全　　　体　　　計　　　画 平成　２７　年度 平成　２９　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 把握率の増
住民参加

有 介護予防、自立支援に向けた努力義務
介護保険法

住民協働 介護保険事業会計

事業期間 平成25年度～平成29年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 特定高齢者（二次予防事業対象者）の把握率

単位施策 生活支援の充実

事 業 名 介護予防事業等対象者把握事業

自立した生活を継続できるよう、要介護･要支援に
移行するおそれのある虚弱な高齢者（特定高齢
者）を早期発見し介護予防事業の利用等を進める
ため、基本チェックリストの実施や、地域ケア会議
等関係機関との連携により特定高齢者（二次予防
事業対象者）を把握する。

　　　　　　　　 　　第 ５ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　後 期 実 施 計 画 書

政策目標 ぬくもり・雄武～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※後期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 高齢者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ



様式１

№ 06010060

2 会 計 区 分 1 一般会計
9
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 6 地域包括支援センター

5 保健福祉課
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関係例規・法令名 有
関係個別計 画名 有

291 平成　２５　年度 平成　２６　年度 平成　２８　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

障害総合相談支援

障害福祉サービス計画作成

2,950 0 0 850
0
0
0

2,950 850
0

627 0 0 0
0
0
0

627
0

（実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果

年 度 目 標 値 相談件数延べ200件
年 度 達 成 率 #DIV/0! #DIV/0! 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 21%
備　　 考 　　欄

133

　　　　　　　　 　　第 ５ 期   雄 武 町 総 合 計 画    　後 期 実 施 計 画 書

政策目標 ぬくもり・雄武～保健・医療・福祉の充実～ 【全体計画内容】　※後期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 障がい者支援の充実
事 業 優 先 度 Ｂ

障害者計画相談事業所立ち上げ後に行う運営事業
単位施策 生活支援の推進

事 業 名 障がい計画相談運営事業

事業期間 平成27年度～平成29年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 相談件数
事業目標 延べ600件
住民参加

有 ノーマライゼーション・インクルージョンの実現
障害者総合支援法

住民協働 雄武町障がい者計画

全　　　体　　　計　　　画 平成　２７　年度 平成　２９　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

　指定特定相談支援事業所・指定障害児相談
　支援事業所の運営
　障害福祉サービス計画の作成 障害福祉サービス計画作成 障害福祉サービス計画作成

　指定一般相談支援事業所の運営
　地域移行支援・地域定着支援

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 1,250 850

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他 1,250 850
一 般 財 源

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 627 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他 627
一 般 財 源

関
連
事
項

　特定財源の名称 （実施内容等） （実施内容等）
計画相談支援給付費 ・障がいサービス利用計画作成数

　　　　　　　　　　　　　　137件/年
・障がい者（児）相談数　　　308件/
年
（H25 229件/年・H26　223件/年）

相談件数延べ200件
（継続有り） 50% 0%

※事務事業評価結果 ※事務事業評価結果
A－継続/現状維持

障害総合相談支援 障害総合相談支援

第６期計画への継続 21% 21%
（継続有り）

前期計画からの継続 相談件数延べ200件


